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《調査結果のポイント》 

 

◆ 個人賃金収入は１年前に比べて減少した者の割合が 41.5％、今後１年間に失業不安を感じ

る者の割合は 28.3％で、共に調査開始（2001 年 10 月）以来最高。景気が悪化したと思う

者の割合は低下した一方で、勤労者の収入は減少し、失業不安が拡大している。【図表Ⅰ-2、
Ⅰ-4】 

◆ 今後１年間の職場の従業員数、特に正社員数については減少を見込む者の方が増加を見込む

者より多い。一方で、今後１年間の実労働時間については、増加を見込む者の方が多く、特

に、正社員、現在の労働時間が長い層でその傾向が強い。勤労者は、今後、職場で雇用調整

が実施される一方で、労働時間は増えると認識しているとみられる。【図表Ⅰ-7、Ⅰ-8】 

◆ 仕事について不満とする者の割合は 47.2％、生活全般について不満とする者の割合は

47.0％と、本調査で比較可能な2005 年10月以来、最高値となった。【図表Ⅰ-11、Ⅰ-18】 

◆ 過去 1 年間の世帯消費については、全体の 29.8％が、減ったとしており、2001 年 10 月の

調査開始以来、最高水準となった。また、家計支出を切り詰めている者が約 9 割に達して

おり、厳しい消費環境が続くことが見込まれている。【図表Ⅱ-1、Ⅱ-5】 

◆ 家計収支の状況については、20.7％が毎月赤字になるとしている。特に、子どもがいる世帯

でその傾向が強いことから、子育て世帯の家計の厳しさがうかがえる。【図表Ⅱ-10】 

◆ 2009 衆院選時に３人に２人が「政権交代」を希望しており、無党派層でも 4 割におよぶ。

なお、子育て支援を求める層で民主党に投票した割合が高い一方、非正社員では民主党への

投票割合が比較的低い。【図表Ⅲ-5、Ⅲ-6、Ⅲ-7】 

◆ 投票時に政党のマニフェストを参考にした人が3人に2 人。2009 衆院選の結果を見て明る

い将来展望を持つ人の割合は48.6%。【図表Ⅲ-8、Ⅲ-9】 
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《調査の実施概要》 

１．調査目的 

本調査は、勤労者に対するアンケート調査により、わが国の景気動向や仕事と暮らしについての勤労者の認識を

定期的に把握するとともに、勤労者の生活の改善に向けた政策的諸課題を検討するための基礎的資料を得ること

を目的としている。2001 年４月に第１回調査を開始して以来、毎年４月と 10 月に定期的に調査を実施しており、今回

は第 18 回目の調査である。 

 

２．調査項目 

○ 景気・仕事についての認識 

・景気、物価、労働時間、賃金、失業に関する認識[定点観測調査] 

○ 職場、自己啓発の状況 

○ 生活・消費についての認識 

・家計状況 

・エコポイント、エコカー減税等の対象製品の購入状況 

・出産・育児支援に対する考え方 

○ 2009 年 8 月衆議院選挙 

   ・支持政党、投票政党、政党支持理由、政権交代への意識 

 

３．調査の対象 

首都圏および関西圏に居住する 20 代から 50 代までの民間企業に勤務する者 

※なお、60 代前半層に対しても調査を行っているが、４．に述べる理由から、本調査結果概要においては、あくまで

参考として扱っている。 

 

４．サンプル数および抽出方法 

まず、「平成 19 年就業構造基本調査」の首都圏（埼玉県･千葉県･東京都･神奈川県）および関西圏（滋賀県･京都

府･大阪府･兵庫県･奈良県･和歌山県）のそれぞれにおける 20 代から 50 代までの雇用者の性・年齢階層・雇用形態

別の分布を反映したサンプル割付基準を作成する。この割付基準に基づいて、㈱インテージのモニター（全国約 24

万人）の中から、首都圏に居住する 588 名、関西圏に居住する 312 名の民間企業雇用者を抽出した。首都圏と関西

圏のサンプル比率（約２対１）は人口規模にほぼ比例している。 

なお、60 代前半層に対する調査は、十分なサンプル数を確保するため、便宜上、「平成 19 年就業構造基本調査」

の当該分布割合のほぼ４倍にあたる計 200 名とした。このため、平均値を求める場合にも、20 代～50 代と 60 代前

半層とは別個に集計している。 

 

５．調査期間、調査方法および調査実施機関 

(1) 調査期間    2009 年 10 月 2 日（金）～10 月 12 日（月） 

(2) 調査方法    郵送自記入方式 

(3) 調査実施機関  ㈱インテージに調査を委託 

  

６．回収状況、回答者の構成 

(1) 回収状況  20 代～50 代  有効回答数 796 名、有効回収率 88.4％（配布数 900）   

（参考） 60 代前半      有効回答数 161 名、有効回収率 80.5％（配布数 200）  

(2) 回答者の構成                                    （％・人） 

【参考】60 代前半   20 代 30 代 40 代 50 代 回答数 （構成比）

   回答数 

（構成比）

合計 21.9 29.3 25.3 23.6  796 （100.0）  161 （100.0）

男性 19.7 30.7 25.6 23.9  472  （59.3） 102 （63.4）

女性 25.0 27.2 24.7 23.1  324   （40.7）  59 （36.6）
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Ⅰ 景気・仕事についての認識 

 

○ 景気の現状 ━景気が「１年前と比べて悪くなった」は低下。━（問１） 

 

・ 「１年前と比べて、現在の日本の景気は悪くなった」と思う者の割合は６割（60.8％）を

占めているが、前回調査（09 年 4 月 90.9％）よりかなり低下した(図表Ⅰ-1)。 

 

図表Ⅰ-１　１年前と比べた現在の日本の景気
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良くなった 変わらない 悪くなった わからない 無回答
 

（注１）＜良くなった＞＝「かなり良くなったと思う」＋「やや良くなったと思う」、＜悪くなった＞＝
「かなり悪くなったと思う」＋「やや悪くなったと思う」。 

（注２）直近４回の調査における＜悪くなった＞の内訳は以下のとおり。 
  「かなり悪くなった」 「やや悪くなった」 
09 年 10 月調査 34.0％ 26.8％ 
09 年 4 月調査 67.9％ 23.0％ 
08 年 10 月調査 37.2％ 43.6％ 
08 年 4 月調査 15.2％ 37.6％ 
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○ 個人の賃金収入━個人の賃金収入は、「１年前と比べて減った」が過去最高。－ 

（問 10） 

 

・ 自身の賃金収入が「１年前と比べて減った」とする者の割合は 41.5％で調査開始以来

最高（図表 1-2）。 
・ 「減った」とする者の割合は製造業や、１年前に比べて勤務先の経営状況が悪くなった

層、実労働時間が減った層において高く、企業経営の悪化が所得の減少につながっ

ているとみられる。（図表 1-3） 

 

図表Ⅰ－2　１年前と比べた個人の賃金収入
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（注）＜増えた＞＝「かなり増えた」＋「やや増えた」、＜減った＞＝「かなり減った」＋「やや減った」 
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図表Ⅰ-3　1年前と比べて個人の賃金収入が
＜減った＞とする者の割合（属性別）
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（注１）（ ）内の数値は各グループの人数(N)。 
（注２）＜減った＞＝「かなり減った」＋「やや減った」 
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○ 今後１年間の失業不安 ━失業不安を感じる者の割合は過去最高。━ （問９） 

 

・ 今後１年くらいの間に失業する不安を感じる者の割合は 28.3％で調査開始以来最

高。1 年前の調査（08 年 10 月調査）と比べた上昇幅（4.5％）も過去最大（図表Ⅰ－4)。

景気が悪くなったと思う者の割合は低下した一方で、失業不安は拡大している。 

・ 失業不安を感じる割合は、総じて男性のほうが女性よりも高く、特に 50 代男性

（44.2%）、男性非正規社員（48.2％）で高い（図表Ⅰ-5）（図表Ⅰ-6）。 

・ また、職場での正社員、非正社員の数が減った層や、賃金収入が減った層で失業不

安を感じる割合が高く、雇用調整・賃金調整が失業不安につながっている（図表Ⅰ

-6）。 

・ 労働組合に加入している人の方が、失業不安を感じる割合が低い（図表Ⅰ-6）。 

 

図表Ⅰ-4　今後１年間における失業不安
（失業不安を＜感じる＞者の割合）
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（注１）失業不安を＜感じる＞＝「かなり感じる」＋「やや感じる」 
（注２）季節要因の影響を除外して推移をみるため、各年 10 月調査分のみを太線で結

んだ。 
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図表Ⅰ－5　今後1年間における失業不安
〔失業不安を＜感じる＞者の割合（性別・年代別）〕
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（注）問 9 で今後 1 年くらいの間に自分自身が失業する不安を「か

なり感じる」「やや感じる」と回答した割合の合計。 
［参考］60 代前半：男性 27.5%(N=102)、女性 28.8%(N=59)。 
 
 

図表Ⅰ-6　今後１年間における失業不安を感じる者の割合
（属性別）
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（注１）（ ）内の数値は各グループの人数(N)。 
（注２）問 9 で今後 1 年くらいの間に自分自身が失業する不安を「かなり感じる」「やや感じる」と回答し

た割合の合計。 
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○ 労働時間や社員数の増減 ━リーマンショック後の世界的景気悪化により、当初は労

働時間や非正社員数の削減が進められたが、今後については、雇用者数の調整が、特に正

社員で続くものと、勤労者は認識している。━ （問６、問７、問１２） 

 

・ １年前と比べた実労働時間の増減 DI(注１参照)は、前回調査（09 年４月）で急激に低

下して増減がほぼ均衡し、今回調査でも同様の状況が続いている（図表Ⅰ-7）。 

・ 職場の非正社員数の増減 DI は、前回調査で減少超に転じた後、今回調査でも同レベ

ル。一方、正社員数の増減 DI は、前回調査では実労働時間や、非正社員数に比べる

と低下は緩やかだったが、今回調査でも低下が続き、減少超過幅は拡大している。 

・ 今後１年間については、実労働時間 DI は上昇するが、非正社員数 DI は減少超が続

き、正社員数 DI は減少超幅がさらに拡大すると見込んでいる。 

・ リーマンショック後の世界的景気悪化により、当初は労働時間や非正社員数の削減が

進められたが、今後については、雇用者数の調整が、特に正社員で続くものと、勤労

者は認識している。 

 

12.8

17.5

10.3

0.8

11.8

5.9

-5.2

-1.2

2.3

-1.9

-5.7

0.8

7.2

-9.0

-11.4

0.2

14.6

12.7
12.7

14.3

-10.1

14.3
15.615.1

16.5

13.7

-9.0

-0.1

1.9
2.7

-8.7

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

05年10月 06年 4月 06年10月 07年 4月 07年10月 08年 4月 08年10月 09年4月 09年 10月 今後１年間

実労働時間DI 非正社員数DI 正社員数DI

(注１)D.I.の計算方法＝{「かなり増えた（増える）」×１＋「やや増えた（増える）」×0.5＋
　　　　　　　　　　　　　「変わらない」×0－「やや減った（減る）」×0.5－「かなり減った（減る）」×1}
　　　　　　　　　　　　　÷回答数（「わからない」「無回答」除く）×100
（注２）「今後１年間」は、今回調査問12における、今後１年くらい間の増減予測についての回答から作成。

増加超
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図表Ⅰ-７　１年前と比べた自身の実労働時間、職場の非正社員数、正社員数の増減（D.I.)
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○ 今後１年間の実労働時間 ━正社員や労働時間の長い層では、実労働時間は「増え

る」見込み。━ （問 12①） 

 

・ 今後１年くらいの間に自身の実労働時間は「増える」と思う者の割合（24.4％）は、「減

る」と思う者（13.4％）より高い。（図表Ⅰ－8)。 

・ 実労働時間が「増える」と思う者の割合は、正社員や、現在でも労働時間が長い層で

高い。 

 

図表Ⅰ-8　今後１年間の実労働時間（属性別）
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(注) ＜増える＞＝「かなり増えると思う」＋「やや増えると思う」、 

＜減る＞＝「かなり減ると思う」＋「やや減ると思う」 
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○ 今後１年間の職場の従業員数の増減 ━「減る」と思う者の割合が「増える」を上回っ

ている。━ 

 （問 12③、④） 

 

・ 今後１年くらいの間に職場の正社員数が「減る」と思う者の割合は 31.2％、非正社員数

が「減る」と思う者の割合は 29.6％で、いずれも、「増える」より割合が高い。（図表Ⅰ－

9、図表Ⅰ-10)。 

・ 非正社員数、正社員数が「今後１年間に減る」と思う者の割合は、１年前に比べて、勤

務先の経営状況が悪くなり、自身の賃金収入が減った層、あるいは職場の従業員が

減った層において高い（図表Ⅰ－9、図表Ⅰ-10)。 

・ 職場の非正社員数が１年前より増えたとする者のうち、正社員数が「今後１年間に減

る」と思う者が３割（32.2％）いる（図表Ⅰ－9)。 

 

図表Ⅰ-9　今後１年間の職場の正社員数（属性別）

8.9

29.0

9.9

5.3

31.8

5.3
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42.0

60.5
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31.2

13.0

19.7
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良くなった（69）

変わらない（203）

悪くなった（475）

増えた（107）

変わらない（308）

減った（247）

増えた（121）

変わらない（312）

減った（262）

増えた（185）

変わらない（263）

減った（330）
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先
の

経
営
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況
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場

の
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場

の

非
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員
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賃

金
収

入

(%)

増える 変わらない 減る わからない 無回答

 
(注) ＜増える＞＝「かなり増えると思う」＋「やや増えると思う」、 

＜減る＞＝「かなり減ると思う」＋「やや減ると思う」 
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図表Ⅰ-10　今後１年間の職場の非正社員数（属性別）
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サービス業（247）

良くなった（69）

変わらない（203）

悪くなった（475）

増えた（107）

変わらない（308）

減った（247）

増えた（121）
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減った（262）
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(注) ＜増える＞＝「かなり増えると思う」＋「やや増えると思う」、 

＜減る＞＝「かなり減ると思う」＋「やや減ると思う」 
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○ 仕事についての満足度－仕事に不満とする割合は、比較可能な 2005 年 10 月調

査以来最高－（問２８） 
 

・ 今の勤め先での仕事についての満足度を聞いたところ、不満とする者の割合は、

47.2％と、比較可能な 05 年 10 月調査以来最高となった（図表Ⅰ－11～13）。 
・ 不満とする割合は、特に失業不安を感じる者（66.7％）や、賃金・処遇に納得性が

ないとする者（62.8％）、収入が減った者（57.9％）で高い。就業形態別にみると、

男性非正社員で高い割合（58.9%）となっている。（図表Ⅰ－14） 
・ 雇用の安定性や賃金・処遇の状況が仕事の満足度に影響を与えていることが想定さ

れる。 

 

図表Ⅰ－11 仕事について不満とする者の割合

36.1

42.2 41.8
43.3

45.0
43.2 44.1

47 .2

41.6 41.2

47.5
45.7

47.4

43.0

46.7

44.1
42.9

45.3

49.6

39.439.7
41.6

38.737.838.1
40.0

43.8

30

35

40

45

50

55

05年10月 06年4月 06年10月 07年4月 07年10月 08年4月 08年10月 09年4月 09年10月

（％）

合計 男性計 女性計

 
（注 1）＜不満＞は、「やや不満」+「かなり不満」 
 

 

図表Ⅰ－12 仕事について不満とする者の割合
（男性・雇用形態別）

49.6
47.5

45.747.4

43.0

46.7
44.1

42.9
45.3

48.4
45.645.145.5

42.644.643.743.146.1
48.3 47.3

69.0 60.4

37.3
40.4

58.9
54.454.4

0

10

20

30

40

50

60

70

05年10月 06年4月 06年10月 07年4月 07年10月 08年4月 08年10月 09年4月 09年10月

（％）

男性計 　男性正社員 　男性非正社員

 
（注 1）＜不満＞は、「やや不満」+「かなり不満」 
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図表Ⅰ－13 仕事について不満とする者の割合
（女性・雇用形態別）

36.1
40.0 38.1 37.8 38.7

41.6 39.7 39.4
43.8

41.0

38.3

45.1
41.6 39.2

45.2 42.8 42.1
48.7

32.4

40.9

34.3 35.2 36.9 39.7 38.1 37.4

39.2

0

10

20

30

40

50

60

05年10月 06年4月 06年10月 07年4月 07年10月 08年4月 08年10月 09年4月 09年10月

（％）

女性計 　女性正社員 　女性非正社員

 
（注 1）＜不満＞は、「やや不満」+「かなり不満」 
 

 

図表Ⅰ-14　仕事について不満とする者の割合（属性別）
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48.7
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女性正社員（156）

女性非正社員（166）

20代（174）

30代（233）
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満足（417）

不満（374）

感じる（225）

感じない（470）

わからない（97）
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ない(435)

増えた（185）

変わらない（263）

減った(330)

増えた(175)

変わらない(370)

減った(221)

就
業

形
態

×
性

別
年

齢
階

級

生
活

の

満
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度
失
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賃
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収
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働
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間

の
増
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（注 1）＜不満＞は、「やや不満」+「かなり不満」 
（注 2）凡例の（ ）は、各グループの数（N）を表す。 



 14

 

 

図表Ⅰ-15　長時間労働者の割合（週総労働時間が４０時間超、６０時間以上の者の割合）
　　　（％）

４０時間超 ６０時間以上 ４０時間超 ６０時間以上 ４０時間超 ６０時間以上

合計 62.9 9.7 81.4 15.0 36.1 1.9

20代 67.2 5.7 77.4 9.7 55.6 1.2

30代 69.5 13.3 86.2 19.3 42.0 3.4

40代 60.7 13.4 85.1 21.5 23.8 1.3

50代 53.2 4.8 74.3 7.1 21.3 1.3

（注）　「60時間以上」は、「40時間超」の内数。

男性 女性男女計

 
 

図表Ⅰ－16　　賃金・処遇に納得性がないとする者の割合
割合（％）

合計 54.6

20代 47.1

30代 53.2

40代 58.7

50代 59.0

男性40代 60.3  
 

・ 性別・年齢階層別にみると、40 代男性で、仕事について不満とする割合（60.3%）が

特に高い。（図表Ⅰ－14） 
・ ちなみに、40 代男性では、性・年齢階層別にみて、長時間労働者（週 60 時間以上労

働している者）（21.5％）、「賃金・処遇に納得性がない」とする者（60.3％）が高いほ

か、「仕事量に比べて働く人の数が少ない」とする割合が高い（66.9％）。40 代男性で

人員削減等の影響による業務負荷の増大の影響が大きくなっていることがうかがわれ

る。（図表Ⅰ－15，16，17） 
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図表Ⅰ-17　現在の職場で、仕事量に比べて働く人の数が
足りないとする者の割合（属性別）

45.4

59.3

37.5

46.8

38.0

55.9

49.7

66.9

55.8

43.2

44.3

33.8

48.0

53.3

61.3

44.0

49.6

42.9

47.6

0 20 40 60
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男性正社員（415）

男性非正社員（56）

女性正社員（156）

女性非正社員（166）

男性20代（93）

男性30代（145）

男性40代（121）

男性50代（113）

女性20代（174）

女性30代（233）

女性40代（201）

女性50代（188）

管理職(105)

専門・技術職(191)

事務職（193）

営業・販売職（121）

サービス職（84）

技能等（63）

就
業

形
態

×
性

別
年

齢
階

級
×

性
別

職
種

（％）

 
（注 1）＜足りない＞は、「やや不足している」+「かなり不足している」 
（注 2）（ ）は、各グループの数（N）を表す。 
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○ 生活全般についての満足度－不満とする者の割合は、比較可能な 2005 年 10 月

調査以来最高－（問２９） 

 

・ 生活全般についての満足度を聞いたところ、不満とする割合は、47.0％と、比較可能

な 05 年 10 月調査以来最高となった。（図表Ⅰ－18～20） 

・ 不満とする者の割合は、仕事に不満を感じている者（69.7％）、失業不安を感じてい

る者（62.2％）、世帯収入が減った者（56.4％）で高くなっている。（図表Ⅰ－21） 

・ 就業形態別には、男性非正社員（58.9％）で不満とする割合が高い（図表Ⅰ－21）。
また、概ね世帯年収が低い者ほど不満とする割合が高い傾向にある。（図表Ⅰ－21）

 

図表Ⅰ－18 生活全般について不満とする者の割合

合計40.2
合計38.8 合計38.5

合計41.6

合計39.6
合計40.6

合計43.9

合計41.8

合計47.0

男性47.7

女性46.0

30

35

40

45

50

55

05年10月 06年4月 06年10月 07年4月 07年10月 08年4月 08年10月 09年4月 09年10月

（％）

合計 男性計 女性計

 
（注 1）＜不満＞は、「やや不満」+「かなり不満」 
 
 

図表Ⅰ－19 生活全般について不満とする者の割合
（男性・雇用形態別）
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男性計 　男性正社員 　男性非正社員
 

（注 1）＜不満＞は、「やや不満」+「かなり不満」 
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図表Ⅰ－20 生活全般について不満とする者の割合
（女性・雇用形態別）

36.7

45.0
43.0

36.7
39.1

36.6 35.7

42.2

46.0
39.0

43.6

30.8
35.2

45.242.9
46.2

33.435.033.9
29.9

41.5
38.3

48.0

38.0

46.3 45.3

41.7

0

10

20

30

40

50

60

05年10月 06年4月 06年10月 07年4月 07年10月 08年4月 08年10月 09年4月 09年10月

（％）

女性計 　女性正社員 　女性非正社員
 

（注 1）＜不満＞は、「やや不満」+「かなり不満」 
 
 

 

図表 Ⅰ－21 　生活全般について不満とする者の割合（属性別）
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1,000万円以上（127）

満足（415）

不満（376）

感じる（225）

感じない（470）

わからない（97）

増えた（148）

変わらない（228）

減った(404)

就
業

形
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別
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級
世

帯
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収
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事

の

満
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収
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の
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（注 1）＜不満＞は、「やや不満」+「かなり不満」 
（注 2）（ ）は、各グループの数（N）を表す。 
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Ⅱ 消費・家計・消費関連の景気対策についての状況と認識 
 

（1） 消費の状況について 
 
○ 世帯消費の現状と見通し━１年前と比べて世帯の消費が「減った」とする者の割

合は、調査開始以来最高、今後の消費についても厳しい見方━（問１５・１６） 

 

図表Ⅱ-1　　1年前と比べた世帯全体の消費の増減

5.4 21.9 41.3 24.1 5.7 1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かなり増えた やや増えた 変わらない やや減った　 かなり減った　 わからない 無回答

 
（注 1） Ｎ＝796 

（注 2） （ ）は、前回（第 17 回・2009 年 4 月実施）調査の結果数値 
 

図表Ⅱ-2　　1年前と比べた世帯全体の消費DI値の推移

+32.9+31.7+31.0+28.3+28.3
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（注） ＤＩ値は、以下の算式にて算出 

｛（『増えた(かなり増えた+やや増えた)』×１）＋（『変わらない』×０）＋（『減った(かなり減

った＋やや減った)』×－1）｝÷回答者数(わからない・無回答を除く)×100 

・ １年前と比較して世帯全体の消費が「減った」（「やや減った」＋「かなり減った」）

とする者の割合は 29.8%となり、前回調査（第 17 回 2009 年 4 月実施）を更に上回

り過去最高となった（図表Ⅱ-1）。1年前比べた世帯全体の消費ＤＩ値（図表Ⅱ-2 の

注参照）についても調査開始以来最低となり、消費環境は依然厳しい（図表Ⅱ-2）。

・ 今後１年間の世帯全体の消費の見通しのＤＩ値（図表Ⅱ-3 の注参照）は、前回調査

からわずかに改善したものの水準は低く、今後の世帯消費に対しても厳しい見方を

している(図表Ⅱ-3)。今後１年間の世帯消費見通しの年齢階級別のＤＩ値（図表Ⅱ

-4 の注参照）は、30 代、40 代で高い (図表Ⅱ-4)。この層は、中学生･高校生の年

代の子を持つ者が多い世代であり、教育費支出の増加を見込んでいることが想定さ

れる。 
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図表Ⅱ-3　今後1年間の世帯全体の消費見通しDI値の推移
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（注）ＤＩ値は、以下の算式にて算出 

｛（『増える(かなり増える+やや増える)』×１）＋（『変わらない』×０）＋（『減る(かなり減

る＋やや減る)』×－1）｝÷回答者数(わからない・無回答を除く) ×100 
 

図表Ⅱ-4　今後1年間の世帯全体の消費見通しDI値（年齢階級別）
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+11.5
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（参考）

 
（注）ＤＩ値は、以下の算式にて算出 

｛（『増える(かなり増える+やや増える)』×１）＋（『変わらない』×０）＋（『減る(かなり減

る＋やや減る)』×－1）｝÷各グループの回答者数(わからない・無回答は除く) ×100 
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（2） 家計の状況について 
 

○ 家計支出からみた節約の状況━ およそ 9 割が家計支出を切り詰めており、節約

志向は依然高い━ （問１９） 

 

・ 世帯で何らかの「支出を切り詰めたり、あきらめたりしている」とする者の割合は、

全体の約 9割となり、前回調査（86.5％、第 17 回・2009 年 4 月実施）に引き続き、

世帯における節約志向は高い。特に、「月々の家計の収支が赤字である」 とする者

では、97.6％が切り詰めを行っている。支出の切り詰めを行ってもなお、厳しい家

計実態となっていることがうかがえる（図表Ⅱ-5）。 

・ 切り詰めたり、あきらめたりしている世帯支出の内容を見ると、外食費、趣味レジ

ャーの費用、衣料品代、理容･美容の費用、交際費の順で高く、これらいずれの項目

においても前回調査（第 17 回・2009 年 4 月実施）より、選択する割合が高くなっ

ている（図表Ⅱ-6、Ⅱ-7）。 

・ 性別でみると、男女ともに「外食費を切詰めたり、あきらめたりしている」 とした

割合が最も高いが、2番目から 4番目に多く選択した項目については、男女差がみら

れた（男性は、2位：趣味・レジャーの費用 52.8％、3 位：衣料品代 40.9％、4 位：

交際費 35.2％）（女性は、2位：衣料品代 50.0％、3位：趣味・レジャーの費用 44.2％、

4位：理容・美容の費用 39.5％）（図表Ⅱ-8）。 

 

図表Ⅱ－5　世帯で何らかの支出を切り詰めたり、
　　　　　　　　　　あきらめているとする者の割合（属性別）

90.7

88.3

87.4

88.8

90.5

92.0

90.1

97.6

93.7

89.7
〔86.5〕

0 20 40 60 80 100

合計（796）

男性（472）

女性（324）

20代（174）

30代（233）

40代（201）

50代（188）

60代前半（161）〈参考〉

家計収支が毎月赤字（165）

何らかのローンある（398）

性
別

年
齢

階
級

(%)

 
（注 1） 属性の（ ）内は各グループの人数（N）を表す。 
（注 2） 〔  〕は、前回調査（第 17 回・2009 年 4 月実施）の結果数値。ただし、前回調査 

では「預貯金や資産投資」の選択項目が無かったため、比較には留意が必要である。 
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図表Ⅱ-6　世帯で切り詰めたり、あきらめている支出の内容別割合
（複数回答）
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（注） N=796 

 
図表Ⅱ-7　世帯で支出を切り詰めたり、あきらめている内容の割合の変化

（%）

支出の内容

外食費 62.2 ① 60.5 ①
趣味・レジャーの費用 48.9 ② 44.2 ②
衣料品代 44.6 ③ 43.8 ③
理容・美容の費用 31.5 ④ 28.9 ④
交際費 30.4 ⑤ 21.1 ⑦

今回調査（第18回） 前回調査（第17回）

N（人数）=796　 N（人数）=779　  
（注1） 割合の右の「○付き数字」は回答の最も多い内容を 1 番目とする順位を表す。 

（注2） 前回調査では、「預貯金や資産投資」の選択項目が無かったため、比較には留意が必要である。 

 

 

図表Ⅱ-8　世帯で支出を切り詰めたり、あきらめている内容（性別比較）

支出の内容

外食費 62.5（58.8） ① 61.7（62.8） ①

趣味・レジャーの費用 52.8（46.6） ② 43.2（40.6） ③

衣料品代 40.9（35.3） ③ 50.0（55.9） ②

理容・美容の費用 26.1（22.0） ⑥ 39.5（38.8） ④

交際費 35.2（20.9） ④ 23.5（21.3） ⑦

電気製品の購入 30.9（26.8） ⑤ 29.3（21.9） ⑤

N（人数）=472 N（人数）=324　

男性 女性

 
（注1） （ ）の数字は、前回（第 17 回:2009 年 4 月）調査の結果。 

（注2） 割合の右の「○付き数字」は回答の最も多い内容を 1 番目とする順位を表す。 

（注3） 前回調査では、「預貯金や資産投資」の選択項目が無かったため、比較には留意が必要である。 
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○ 月々の家計収支の状況 ━約 2 割の世帯が赤字、子育て世帯で特に厳しい家計
状況━ （問２０） 

 

・ 世帯全体の月々の収支の状況について聞いたところ、約 2 割の世帯が「毎月赤字に

なる」と回答した（図表Ⅱ-9）。毎月赤字とする者の属性を見ると、40 代・50 代、

非正社員、世帯貯蓄が少ない者においてその割合が高い。また、子どもがいるとす

る者に毎月赤字となっている傾向が強く、子育て世帯の家計の厳しさがうかがえ

る。さらには、世帯収入が減ったとする者で、かつ何らかの支出の切詰めを行って

いる者において赤字とする割合が高く（27.3％）、昨今の厳しい賃金雇用情勢が勤

労者の生活に影を落としていることが懸念される（図表Ⅱ-10）。 

 

図表Ⅱ-9　月々の家計収支状況の割合

20.7 28.3 8.0 0.342.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎月赤字になる（165） 毎月収入と支出が同じくらい（340）

毎月黒字になる（225） わからない（64）

無回答（2）

 
（注1） Ｎ＝796 

（注2） 凡例の（ ）は、各選択項目の回答者の数。 

 

図表Ⅱ-10　月々の家計収支が赤字の割合（属性別）
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19.4
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15.5

30.8

28.7

18.4

25.7

27.3

28.5

29.4

0 10 20 30 40

合計（779）

男性（472）

女性（324）

20代（174）

30代（233）

40代（201）

50代（188）

正社員（571）

非正社員（222）

世帯収入減った×支出切り詰めている（388）

世帯貯蓄100万円未満（172）

子どもいる（456）

性
別

年
齢

階
級

雇
用

形
態

（％）

 
（注） （ ）内は各グループの人数（N）を表す。 
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・ 月々の家計収支が赤字とする者にその補填の方法をたずねたところ、全体では『賞

与・ボーナスなどの一時金で補填』（57.6％）、『預貯金など保有資産の取崩しで補

填』（55.8％）とする割合が高い（問 20 付問、図表Ⅱ-11）。属性別には、男性、40

代、正社員において主に『賞与・ボーナスなどの一時金で補填する』とする者の割

合が高く、女性、50 代、非正社員においては、賞与・ボーナスなどの一時金をあ

てにすることができないためか、『預貯金などの保有資産の取崩しで補填』とする

割合が高い（図表Ⅱ-12）。 

 

図表Ⅱ-11　毎月の赤字の補填方法（複数回答）
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図表Ⅱ-12　毎月の赤字の主な補填方法の属性別の違い
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（％）

賞与やボーナスなどの一時金 預貯金など保有資産

（165） （102） （63）

（49）

（62） （54） （105）

（57）

 
（注） （ ）内は各グループの人数（N）を表す。 
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○ 家計支出に対する認識 ━「税金・社会保険料の負担感が増加した」 とする者

は全体の４割強━（問２１） 

 

・ 毎月の家計支出のうち、1年前と比べてより強く負担を感じるものを 3つまで選択し

てもらったところ、42.2％の者が「税金・社会保険料の負担感が強くなった」とし

た（図表Ⅱ-13）。属性別には、男性の非正社員（50.0％）、50 代（47.3％）、子ども

がいないとする者（50.0％）において、「税金・社会保険料の負担をより感じるよう

になった」とする者の割合が高くなっている（図表Ⅱ-14）。 

・ また、子どもの教育費については、『子どもがいる』とする者の 44.5％が「1 年前よ

り強く負担に感じる」としている（図表Ⅱ-15）。子どもがいるとする者のうち、男

性（48.7％）、40 代（60.7％）、世帯年収が 400～600 万円の者において負担が強くな

ったと感じるとする割合が高い。とりわけ、末子が中学生・高校生の年代である層

において負担感が高まっている。 

・ 食費については、全体の 21.1％が「1 年前より強く負担を感じる」としている。特

に男性非正社員（33.9％）、20 代（27.6％）、世帯年収 400 万円未満（33.6％）の者

において「1 年前より強く負担を感じる」とする割合が高くなっており、社会的に

弱い立場になりやすい者は、人が生きるうえで基本となる日常の食事の支出さえも

負担が重くなっていることが懸念される（図表Ⅱ-16）。 

 

図表Ⅱ-13　1年前より強く負担を感じる毎月の家計支出
（複数回答：３つまで選択）
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（注）Ｎ＝796 
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図表Ⅱ-14　税金・社会保険料の負担感が
　　　　　　　　　　　　　1年前より強くなったとする者の割合
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（注） （ ）内は各グループの人数（N）を表す。 

 
 

図表Ⅱ-15　子どもの教育費の負担感が1年前より
　　　　　　　　　　　　　強くなったとする者の割合（属性別）
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（注 1） F12 で『子どもがいる』と回答した者について集計した。 

（注 2） （ ）内は各グループの人数（N）を表す。 
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図表Ⅱ-16　食費の負担感が1年前より強く
　　　　　　　　　　　　　　　　なったとする者の割合（属性別）
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（注） （ ）内は各グループの人数（N）を表す。 
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（3） 消費関連の景気対策の利用状況について 
 
○ 政府の消費刺激策の利用状況 ━50 代、高所得世帯層の方がよく制度を利用━

（問２２） 

 

図表Ⅱ-17　エコポイント制度の利用状況

21.0 18.7 60.2 0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グリーン家電製品

制度が導入されたので対象商品を購入した・購入予定である（167）
制度導入とは関係なく対象商品を購入した・購入予定である（149）
購入していないし、購入予定もない（479）
無回答（1）

 
（注1） Ｎ＝796 

（注2） 凡例の（ ）の数値は各回答者の数。 

 

図表Ⅱ-18　エコポイント制度導入によりグリーン家電製品
　　　　　　　　を購入した・購入予定である者の割合（属性別）
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（注） （ ）内は各グループの人数（N）を表す。 

・ エコポイント制度の対象となるグリーン家電製品を「導入によって、購入した、あ

るいは購入予定がある」とする者は、全体の 21.0％であり、「制度の導入とは関係

なく対象商品を購入した、あるいは購入予定である」とする者は、全体の 18.7％で

あった（図表Ⅱ-16）。年齢階級別では 50 代（26.1％）、世帯年収別では 1,000 万円

以上の者（26.8％）で、「エコポイント制度の導入によって、対象商品を購入した・

購入予定である」とする割合が高い（図表Ⅱ-17）。 
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図表Ⅱ-19　エコカー減税・補助金の利用状況

5.9 7.4 86.4 0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境性能に優れた自動車

制度が導入されたので対象商品を購入した・購入予定である（47）
制度導入とは関係なく対象商品を購入した・購入予定である（59）
購入していないし、購入予定もない（688）
無回答（2）

 
（注1） Ｎ＝796 

（注2） 凡例の（ ）の数値は各回答者の数。 

 

図表Ⅱ-20　エコカー減税・補助金制度導入によって環境性能の
　　　　　　　　　優れた自動車を購入・購入予定とする者の割合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（属性別）
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世
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（注） （ ）内は各グループの人数（N）を表す。 
 

・ 「エコカー減税・補助金の導入によって対象商品を購入した・購入予定がある」と

する者は、全体の 5.9％であり、「制度の導入とは関係なく対象商品を購入した・購

入予定である」とする者は、全体の 7.4％であった（図表Ⅱ-18）。 

・ 年齢階級別では 40 代（7.0％）、50 代（7.4％）、世帯年収別では 400～600 万円未満

（6.9％）および 800～1,000 万円未満（7.1％）の者で、「エコカー減税・補助金の

導入によって対象商品を購入した・購入予定である」とする割合が高い（図表Ⅱ-19）。
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○ ＥＴＣ割引制度導入後の高速道路の利用状況 ━高速道路の利用頻度が増えた

のは 17.5％━ （問２３） 
 

・ ETC 割引の制度が導入されてからの高速道路の利用頻度変化について聞いたとこ

ろ、全体の 17.5％が「高速道路の利用頻度が増えた・使うようになった」と回答

した（図表Ⅱ-21）。『もともと高速道路を利用していない』、『無回答』とした者を

除いてみると、その 25.9％が「高速道路の利用頻度が増えた・使うようになった」

とした。特に、世帯収入が 600～800 万円の者において、「高速道路の利用頻度が増

えた・使うようになった」とした割合が高い（33.9％）（図表Ⅱ-22）。 

 
図表Ⅱ-21　ETC割引導入後の高速道路の利用頻度の状況

17.5 4.4 45.5 32.3 0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高速道路を利用することが増えた・使うようになった（139）
高速道路を利用することが減った・使わなくなった（35）
高速道路は利用しているが、利用頻度は変わらない（362）
もともと高速道路は利用していない（257）
無回答（3）

 
（注1） Ｎ＝796 

（注2） 凡例の（ ）の数値は各回答者の数 

 

図表Ⅱ-22　ETC割引導入後に高速道路の利用頻度が
　　　　　　　　　増えた・使うようになったとする割合（属性別）

25.9

24.0

29.1

26.6

28.0

27.7

21.2

27.9

29.8

33.9

18.8

19.4

0 10 20 30 40

合計(536)

男性（337）

女性（194）

20代（94）

30代（150）

40代（155）

50代（137）

400万円未満（61）

400～600万円未満（104）

600～800万円未満（127）

800～1,000万円未満（117）

1,000万円以上（108）

性
別

年
齢

階
級

世
帯

年
収

（％）

 
（注 1） 問 23 で『もともと高速道路は、利用していない』と回答した者、『無回答』を除いて集計した。 

（注 2） （ ）内は各グループの人数（N）を表す。 
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Ⅲ 勤労者の政策・政治意識と投票行動 

(1)出産・子育て支援政策についての意識 

○ 出産・育児支援は「税負担を増やさずに」が 41.0%（問 24） 

 

・ 国や地方行政などによる出産・育児支援と税負担の関係については、「税負担は増や

さずに、現在の範囲で支援すべきである」とする者の割合が 41.0%であった。また、「支

援の中身をしぼりこみ、税負担は減らすべきである」（26.8%）が、「税負担を増やしてで

も支援を強化すべきである」(17.2%)を 9.6%ポイント上回っている。男女別に見ると、女

性の方が税負担増を伴う支援強化に否定的であり、税負担を減らすべきとの回答が多

い（図表Ⅲ－１）。 

・ 属性別には、個人年収が低いほど税負担増を伴う支援強化に否定的である。一方、6

歳未満の子どもを持つ層では、３人に 1 人(34.3%)が税負担増を伴う支援強化を支持し

ている（図表Ⅲ－２）。 

 

図表Ⅲ－１　国や行政による出産や子育て支援について（性別）

17.2

22.9

9.0

41.0

39.2

43.5

26.8

23.1

32.1

7.4

8.7

5.6

4.1

3.2

5.6

3.1

2.5

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合　計(796)

男　性(472)

女　性(324)

税負担を増やしてでも支援を強化すべきである 税負担は増やさずに、現在の範囲で支援すべきである

支援の中身をしぼりこみ、税負担は減らすべきである 税金を使って支援を行う必要はない

その他 わからない

無回答  
（注）（ ）内の数値は各グループの回答者数(N)。 

 

図表Ⅲ－２　国や行政による出産や子育て支援について（個人年収・末子年齢別）

8.2

13.0

13.0

15.3

19.5

24.2

25.0

34.3

23.7

42.9

48.0

32.6

36.0

45.9

35.4

37.5

38.4

41.2

34.7

22.0

34.8

34.2

22.7

22.2

21.9

20.2

23.7

3.1

8.0

7.6

8.1

5.4

8.1

14.6

2.0

8.2

3.0

3.3

4.5

3.8

7.1

4.0

3.1

2.0

6.0

8.7

5.2

2.1

2.7

1.0

1.0

1.8

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１００万円未満(98)

１００～２００万円未満(100)

２００～３００万円未満(92)

３００～４００万円未満(111)

４００～６００万円未満(185)

６００～８００万円未満(99)

８００万円以上(96)

6歳未満(99)

6歳以上12歳未満(97)

個
人

年
収

末
子

年
齢

税負担を増やしてでも支援を強化すべきである 税負担は増やさずに、現在の範囲で支援すべきである

支援の中身をしぼりこみ、税負担は減らすべきである 税金を使って支援を行う必要はない

その他 わからない

無回答  
（注）（ ）内の数値は各グループの回答者数(N)。 
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○ 重視すべき出産・子育て支援は「産科・小児科医療体制充実」が半数以上━働く

女性からは多様な働き方、保育サービス充実を求める声も━（問 25） 

 

・ 国や地方行政、企業が行う出産や子育て支援で重視すべきものをたずねたところ、最

も多い回答は「産科・小児医療体制の充実」であり、52.9%にのぼる。以下、「子育て世

帯への家計支援」(40.1%)、「出産費用の軽減」(39.4%)、「保育園・幼稚園にかかる費用

の軽減」（36.9%）、「若年世代への失業対策や所得向上の推進」(36.9%)と続く。 

・ 男女別には、男性では、子育て世帯への家計支援や育児にかかる費用の軽減など、

金銭面での支援をあげる回答が比較的多い。一方、女性では、出産・育児のための多

様な働き方、保育サービスなどをあげる回答が比較的多い（図表Ⅲ－３）。 

 

(%)

内容 合計
産科・小児科医療体制の充実 52.9 ① 48.7 ① 59.0
子育て世帯への家計支援 40.1 ② 43.2 35.5
出産費用の軽減 39.4 ④ 37.5 ② 42.3
保育サービスの充実 37.3 36.4 ④ 38.6
保育園・幼稚園にかかる費用の軽減 36.9 ③ 38.8 34.3
若年世代への失業対策や所得向上の推進 36.9 37.3 ⑤ 36.4
出産・育児のための多様な働き方の充実 36.3 33.3 ③ 40.7
子どもにとって安全なまちづくり 35.4 35.4 35.5
高校教育にかかる費用の軽減 35.2 ④ 37.5 31.8
大学教育にかかる費用の軽減 32.2 32.6 31.5
質の高い学校教育の実現 25.6 25.0 26.5
長時間労働の軽減 23.4 25.0 21.0
男性の育児参加の推進 22.4 23.9 20.1
奨学金の利用条件の緩和 19.5 19.9 18.8
その他 2.8 1.9 4.0
重視すべきものはない 1.4 1.5 1.2
何を重視すべきかわからない 1.9 1.5 2.5
無回答 0.1 0.2 0.0
回答数(N) 796 472 324

図表Ⅲ－３　国や地方行政・企業が行う出産や子育て支援で重視する事項（複数回答）

性別
男性 女性
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(2)支持政党と投票行動 

○ 民主党支持が 47.5%に大幅増━支持政党なしの割合は大幅に減少━（問 33） 

 

・ 2009 年 8 月の衆議院総選挙時の支持政党を尋ねたところ、「民主党」が 47.5%、「自民

党」が 13.8%であり、「支持政党はない」割合は 21.6%であった。なお、2008 年 10 月調査

と比較すると、「民主党」支持が 32.3%ポイント増加し、支持政党なしは 42.7%ポイント減

少した（図表Ⅲ－４）。 

 

図表Ⅲ－４　支持政党割合の推移

26.2

47.5

13.8

64.3

21.615.2

24.6

15.0

30.4

12.5
17.0

17.2

34.6

15.4

58.0

48.1

25.3

42.8

0

10

20

30

40

50

60

70

(%)

民主党 自民党 支持政党はない

民主党 30.4 26.2 15.0 24.6 15.2 47.5 

自民党 15.4 34.6 17.2 17.0 12.5 13.8 

支持政党はない 42.8 25.3 58.0 48.1 64.3 21.6 

2004/10

調査

2005/10

調査

2007/4

調査

2007/10

調査

2008/10

調査

2009/10

調査

 
（注）回答者数(N)＝796。 
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○ ３人に２人が衆院選時に「政権交代」を希望―民主支持層で希望者多数―（問 35） 

 

・ 2009 年 8 月の衆議院総選挙時に「政権交代」を「希望していた」とする割合は 62.9%

で、約３人に２人にのぼる。これに対して「希望していなかった」割合は 15.5%にとどま

る。支持政党別にみると、民主党支持層では 92.3%の高率で「政権交代」を希望してい

た。また、「支持政党はない」とした層でも「政権交代」を希望していた割合は 39.5%で

あった（図表Ⅲ－５）。 

 

図表Ⅲ－５　「政権交代」希望の有無

62.9

92.3

6.4

39.5

15.5

2.6

64.5

12.8

20.9

4.8

29.1

45.9 1.7

0.3

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(796)

民主党(378)

自民党(110)

支持政党はない(172)

支
持

政
党

別

希望していた 希望していなかった わからない 無回答
 

（注）（ ）内の数値は回答者数(N)。 

 



 34

○ 投票した政党の 52.2%は民主党━正社員と出産育児支援強化を望む層において

高い民主党への投票割合━（問 34 付問 1） 
 

・ 2009 衆院選の比例区において実際に投票した政党を尋ねたところ、自民党の 17.9%

に対し、民主党は半数以上の 52.2%にのぼった。男性で、とりわけ 30～39 歳（62.2%）に

おいて民主党への投票率が高い一方、男性の 20～29 歳においては自民党への投票

率も高い（26.9%）。参考ではあるが、60 代男性の民主党への投票率も 62.2%と高い。な

お、女性については、20～29 歳を除いて、民主党への投票率は男性よりも低い。（図

表Ⅲ－６）。 

・ 雇用形態別に見ると、民主党への投票率は男女とも正社員より非正社員の方が低い。

一方、自民党への投票率については逆の結果が出ており、特に女性の非正社員では

自民党への投票率が 24.6%と比較的高い（図表Ⅲ－６）。 

・ 末子年齢 6 歳未満の層については、民主党への投票率が 7 割を超える結果が出た

（70.5%）。また、「税負担を増やしても出産・育児支援強化すべき」と回答した人の民主

党への投票率は 65.6%にのぼる（図表Ⅲ－７）。 

 

(%)
民
主
党

自
民
党

公
明
党

日
本
共
産
党

社
会
民
主
党

そ
の
他

白
紙
投
票
し
た

わ
か
ら
な
い

無
回
答

回
答
数

（
人

）
52.2 17.9 5.3 7.8 2.7 9.5 1.6 1.9 1.3 627

合計 56.3 17.2 3.9 6.8 3.1 10.1 1.6 0.5 0.8 384
２０～２９歳 47.8 26.9 3.0 3.0 3.0 9.0 6.0 0.0 1.5 67
３０～３９歳 62.2 8.1 5.4 6.3 3.6 13.5 0.9 0.0 0.0 111
４０～４９歳 53.0 18.0 5.0 10.0 3.0 9.0 1.0 0.0 1.0 100
５０～５９歳 58.5 19.8 1.9 6.6 2.8 7.5 0.0 1.9 0.9 106
６０代前半（外数） 62.2 17.3 5.1 8.2 2.0 4.1 0.0 1.0 0.0 98
正社員 57.1 17.1 3.8 6.1 2.9 10.5 1.2 0.6 0.9 345
非正社員 50.0 18.4 5.3 10.5 5.3 5.3 5.3 0.0 0.0 38
合計 45.7 18.9 7.4 9.5 2.1 8.6 1.6 4.1 2.1 243
２０～２９歳 48.1 14.8 9.3 9.3 1.9 7.4 3.7 3.7 1.9 54
３０～３９歳 41.3 20.6 7.9 7.9 0.0 14.3 1.6 3.2 3.2 63
４０～４９歳 52.2 16.4 4.5 9.0 1.5 6.0 1.5 6.0 3.0 67
５０～５９歳 40.7 23.7 8.5 11.9 5.1 6.8 0.0 3.4 0.0 59
６０代前半（外数） 46.2 25.0 11.5 3.8 1.9 7.7 0.0 1.9 1.9 52
正社員 52.1 12.6 7.6 10.9 2.5 6.7 2.5 4.2 0.8 119
非正社員 40.2 24.6 7.4 8.2 1.6 9.8 0.8 4.1 3.3 122

29.1 23.3 3.5 8.1 4.7 11.6 9.3 5.8 4.7 86

図表Ⅲ－６　2009年衆院選で投票した政党（比例区）

合計

男
性

女
性

支持政党はない  
（注 1）今回の記者発表では比例区の投票政党の結果のみを取り上げた。その理由は、有権者は選挙区では投

票したい政党があったとしても、当該政党の立候補者がいなければ他政党の候補者に投票せざるを得

ないので、投票政党の傾向をとらえるには比例区の投票結果を分析することが望ましいからである

（以下の図表にある投票政党についても同様）。 
（注 2）2009 年 8 月の衆議院総選挙で「投票した」（問 34）と回答した者について集計。 
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図表Ⅲ－７　各政党に投票した割合【比例区】（属性別）

52.2

70.5

17.9

5.1

8.2

5.3

5.1

3.3

7.8

2.6

8.2

14.0

14.1

11.5

1.6

2.6

1.665.6 1.6

1.3

0 20 40 60 80 100

合計(627)

末子年齢6歳未満(78)

税負担増やしても出産・

育児支援強化すべき(122)

(%)

民主党 自民党 公明党 日本共産党 その他・わからない 白紙投票 無回答

 
（注 1）（ ）内の数値は各グループの回答数（N）。 
（注 2）2009 年 8 月の衆議院総選挙で「投票した」（問 34）と回答した者について集計。 
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○ 投票を決めた際にマニフェストを参考にしたとする人は 67.4%━マニフェストへの

関心は高かった━（問 34 付問 3） 

 

・ 投票にあたって、政党のマニフェストを「おおいに参考にした」が 15.1%、「ある程度参

考にした」が 52.3 %と、67.4%にのぼる回答者が、参考にしたとしている。一方、「ほとん

ど参考にしなかった」が 23.9%、「まったく参考にしなかった」が 8.5%と、3 割強（32.4%）

が、投票の際にマニフェストを参考にしていない（図表Ⅲ－8）。 

図表Ⅲ－８　投票時に政党マニフェストを参考にした程度

無回答, 0.2%まったく参考にしな

かった, 8.5%

ほとんど参考にし

なかった, 23.9%

おおいに参考にし

た, 15.1%

ある程度参考にし

た, 52.3%

 
（注）2009 年の衆議院選挙で投票し、かつ選挙区と比例区の両方で、投票先（問 34 付問１）が「わ

からない」もしくは無回答とした者を除いて集計した。(N=602) 
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○ 今回の総選挙結果を見て、半数近く（48．6%）が明るい将来展望を持つ（問 36） 

 

・ 選挙結果を見ての将来展望については、「かなり良くなる」（3.9%）「やや良くなる」

（44.7%）を合わせた回答が 48.6%となった（図表Ⅲ－9）。特に、民主党支持層において

は 70.4%に上る（図表Ⅲ－10）。 

 

図表Ⅲ－9　選挙結果を見ての社会や生活の将来性

3.9

5.5

44.7

47.5

40.7

36.9

31.1

45.4

7.5

8.3

6.5

6.0

6.8

4.9
1.5

0.9

0.8

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合  計(796)

男性計(472)

女性計(324)

かなり良くなる やや良くなる 変わらない やや悪くなる かなり悪くなる 無回答
 

（注）（ ）内の数値は各グループの回答数（N）。 

 

図表Ⅲ－10　選挙結果を見ての社会や生活の将来性（支持政党別）

70.4

15.5

4.5

28.2

40 20 0 20 40 60 80

民主党支持(378)

自民党支持(110)

かなり＋やや良くなる

やや＋かなり悪くなる

(%)

 
（注）（ ）内の数値は各グループの回答数（N）。 

 


